自動車関連新技術開発支援事業費補助金交付要綱　　

　(目的)
第１　自動車関連産業への参入及び取引拡大を図るため、岩手県内に事業所等を有するものづくり企業（以下、「産」という。）及び大学等（以下、「学」という。）が、自動車関連の構成部品等に係る新技術開発を行う場合に要する経費に対し、岩手県補助金交付規則(昭和32年岩手県規則第71号。以下「規則」という。)及びこの要綱により、予算の範囲内で補助金を交付する。

　(定義)
第２　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1） 産　　ものづくり基盤技術振興基本法(平成11年法律第２号)第２条第２項に規定するものづくり事業者で、次のいずれかに該当するものをいう。
ア　中小企業基本法(平成14年法律第147号)第２条第１項に規定する中小企業者で、岩手県内に製造事業所を有するもの
イ　岩手県内に本社を有するア以外の企業(ただし、連携体にアの中小企業者が含まれている場合に限る。)
(2）学　　大学、大学共同利用機関、短期大学、高等専門学校並びに研究開発を行う財団法人及び社団法人をいう。
　（3）自動車関連の構成部品等　　自動車及びその構成部品、並びにそれらを生産するために必要な設備、治具をいう。
　（4）新技術開発　　次のいづれかに該当する技術開発をいう。
ア　新規性・先進性に優れ、次世代自動車参入のモデルケースとなりうるもの。
　　イ　既存部品や設備の改良など発注メーカーへの提案が見込めるもの。

(補助対象者の種別)
第３　補助対象者は、補助事業の実施体制により、次のとおり区分する。　
	種別
	実施体制

	産産連携型
	産と産の2者以上によって構成された連携体で行うもの

	産学連携型
	産と学の2者以上によって構成された連携体で、共同研究契約書等で研究開発等の役割分担等の取り決めがあるもの

	産業単独型
	産が単独で行うもの



　(補助金交付申請)
第４　この補助金は、第３に規定する種別に応じて申請するものとし、産産連携型又は産学連携型の場合には、第２に規定する産が連携体の代表者となり、新技術開発に係る費用の全部について、構成員から委任を受けて申請を行うものとする。





(補助金の交付の対象及び補助額)
第５　第１に規定する経費及びこれに対する補助額は、次のとおりとする。
	種別
	経費区分
	経　費
	補助額

	産産連携型
及び
産学連携型
	製品試作費及び性能試験費
	材料費、機械装置費、工具器具費、外注加工費、専門家謝金、旅費、施設使用料、分析測定費、展示会等出展費、このほか知事が特に必要と認める経費
(ただし、機械装置費及び工具器具費は、取得価格が単価50万円未満であること。)
	当該経費の２分の１に相当する額以内の額(千円未満は切り捨て)。ただし、１件当たり100万円を限度とする。

	産業単独型
	製品試作費及び性能試験費
	材料費、機械装置費、工具器具費、外注加工費、専門家謝金、旅費、施設使用料、分析測定費、展示会等出展費、このほか知事が特に必要と認める経費
(ただし、機械装置費及び工具器具費は、取得価格が単価50万円未満であること。)
	当該経費の２分の１に相当する額以内の額(千円未満は切り捨て)。ただし、１件当たり70万円を限度とする。



　(提出書類及び提出期日)
第６　規則により定める書類及びこれに添付する書類並びに提出期日は、別表のとおりとする。

(補助事業に要する経費の配分及び補助事業の内容の軽微な変更)
第７　規則第６条第１項第１号及び第２号に規定する軽微な変更は、補助事業の内容の著しい変更以外の変更とする。


(申請の取下期日)
第８　規則第８条第１項に規定する申請の取下期日は、補助金の交付の決定の通知を受領した日から起算して10日以内とする。

(事業遂行状況の報告)
第９　知事は、補助事業の遂行状況を確認する必要があると認めた場合には、補助事業者に報告を求めることができる。この場合、補助事業者は、補助事業の遂行状況を自動車関連新技術開発支援事業遂行状況報告書(様式第４号)により知事に報告しなければならない。

　(消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還)
第10　補助事業者は、補助事業完了後に申告により補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書(様式第５号)により速やかに知事に報告しなければならない。
２　知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全部又は一部の返還を命ずる。
３　規則第17条の規定は、前項の返還の規定について準用する。

(帳簿等の整理)
第11　補助事業者は、補助事業の経理について他の経理と明確に区分して帳簿及びすべての証拠書類を整理し、その収支の状況を明らかにしておくとともに、これらの帳簿を補助事業が完了した日の属する事業年度の翌年度の４月１日から５年間保存しなければならない。

(その他)
第12　知事は、補助事業者に対し、この要綱に定めるもののほか、必要と認める書類の提出を求めることができる。

　　附　則
　この要綱は、平成23年４月25日から施行する。
附　則
　この要綱は、平成24年４月1日から施行する。


別表(第６関係)
	条項
	提出書類
	様式
	添付書類
	提出
部数
	提出期日

	規則第４条の規定による書類
	自動車関連新技術開発支援事業費補助金交付申請書
	第１号
	・補助事業計画書(別紙１)
・収支予算書(別紙２)
・その他知事が必要と認める書類
	１部
	別に定める。

	規則第６条第１項第１号、第２号及び第３号の規定による書類
	自動車関連新技術開発支援事業変更(中止、廃止)承認申請書
	第２号
	【変更の場合】
・補助事業計画書(様式第１号の別紙１)
・収支予算書(様式第１号の別紙２)
	１部
	変更、中止又は廃止の理由が生じた日から10日以内とする。

	規則第13条第１項の規定による書類
	自動車関連新技術開発支援事業費補助金請求(精算)書
	第３号
	・製品開発結果報告書(別紙１)
・収支実績書(別紙２)
・その他知事が必要と認める書類
	１部
	補助事業完了後30日以内又は当該年度の３月15日のいずれか早い日とする。




